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森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策

＜対策のポイント＞
カーボンニュートラルの実現に向け、森林の循環利用を促進する観点から、川上から川下までの森林・林業・木材産業政策を総合的に推進します。

＜政策目標＞
国産材の供給・利用量の増加（34百万m3 ［令和５年］→ 42百万m3 ［令和12年まで］）

＜事業の全体像＞

【令和７年度予算概算決定額 14,351,245（14,397,655）千円】
（令和６年度補正予算額（林業・木材産業国際競争力強化総合対策） 45,852,821千円）
（令和６年度補正予算額（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策） 5,634,710千円）

１．森林の集約化モデル地域実証事業
・循環利用に取り組む林業経営体へ森林の集積・集約化を進めるための、
地域の森林の将来像の作成・共有、境界確定、関係者間でのデジタル森
林情報の共有等を支援

３．林業デジタル・イノベーション総合対策
・林業機械の自動化・遠隔操作化技術や森林内の通信技術・木質系新
素材の開発・実証、先進技術を活用する技術者の育成、デジタル林業戦
略拠点の構築等を支援

５．木材需要の創出・輸出力強化対策
・地域の取組に対する木材利用の専門家派遣、 CLT等の輸出促進、合
法伐採木材の利用促進、木質バイオマスを活用した「地域内エコシステム」
の展開、特用林産物の需要拡大等を支援

７．林業・木材産業金融対策
・意欲と能力のある林業経営者が行う機械導入・施設整備に対する融資
の円滑化を支援

２．林業・木材産業循環成長対策
・路網の整備・機能強化、搬出間伐の実施、再造林の低コスト化、高性能
林業機械の導入とともに、木材加工流通施設の整備や木造公共建築物の
整備、森林由来Ｊ－クレジット等森林価値の活用等を支援

６．森林・林業担い手育成総合対策
・「緑の雇用」事業による新規就業者への体系的な研修、林業大学校で
学ぶ就業前の青年への給付金給付、林業経営体の労働安全対策等を
支援

8．森林・山村地域活性化振興対策

・里山林の整備・活用に取り組む組織の確保・育成、「半林半X」を含む
活動の実践による山村地域活性化を支援

４．建築用木材供給・利用強化対策

・木造中層建築物に係る設計や木質耐火部材・JAS構造材の技術開発、
製材やCLT等を用いた建築物の低コスト化に向けた技術開発や設計・建築
実証、木造建築物の設計者・施工者の育成等を支援
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
1．森林・林業担い手育成対策 4,654,215（4,636,374）千円
① 「緑の雇用」担い手確保支援事業 3,955,049（3,957,841）千円
新規就業者への体系的な研修、現場技能者のキャリアアップ研修等を支援します。

② 緑の青年就業準備給付金事業 573,496（543,496）千円
林業大学校等において、林業への就業に必要な知識・技術等の習得を促進し、将

来的に林業経営も担い得る有望な人材として期待される青年を支援します。
③ 未来の林業を支える林業後継者養成事業 19,566（21,380）千円
高校生等を対象とする林業への就業促進活動、林業グループや女性林業者の活

動を支援します。
④ 技能評価・外国人材受入推進対策 65,525（72,806）千円

林業に関する技能評価の推進、外国人材受入れに向けた条件整備を支援します。
⑤ 森林プランナー育成対策 40,579（40,851）千円

施業集約化に向けた合意形成や木材の有利販売に取り組む森林プランナーの育
成に向けた取組を支援します。

２．林業労働安全強化対策 71,155（71,155）千円
労働災害を未然に防止するため、安全診断、研修の実施等を支援します。

＜対策のポイント＞
新規就業者等への体系的な研修、林業大学校で学ぶ就業前の青年への給付金給付、高校生の就業や女性の活躍の促進、森林プランナーの育成、技能

評価の推進、外国人材受入れに向けた条件整備、労働安全対策等の取組を推進します。
、 

＜事業目標＞
○ 新規就業者の確保（1,200人［令和７年度］） ○ 認定森林施業プランナーの育成（現役人数3,500人［令和12年度まで］）
○ 労働安全の向上（死傷年千人率５割削減［令和12年まで］）

＜事業の流れ＞

国 都道府県等

民間団体等

林業経営体

給付対象者

（１①の事業）

（１②の事業）

民間団体等
定額

定額, 1/2※

定額

（１③~⑤、２の事業）※1/2は⑤の一部
［お問い合わせ先］（１①、②、④、⑤、２の事業） 林野庁経営課 （03-3502-1629）

  （１③の事業）      研究指導課 （03-3502-5721）

２．林業労働安全強化対策

安全診断、伐採研修、作業安全規範等の普及
＊特別教育講師育成の取組

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち
森林・林業担い手育成総合対策

[＊は主な拡充事項]1．森林・林業担い手育成対策

（９万円/年・人）

（９万円/年・人）

フォレストリーダー（現場管理責任者）研修

フォレストマネージャー（統括現場管理責任者）研修

キャリアアップ

フォレストワーカー（林業作業士）研修
（約137 万円/年・人）

林業への就業

森林施業プランナー・森林経営プランナー育成

高校生に対する
林業就業促進
支援等

林業大学校等で学ぶ青年への
給付金の給付

（最大155万円/年・人 最長２年間給付）

就業ガイダンスの開催
就業時のマッチング支援
トライアル雇用等

外国人材
の受入れ
条件整備

多能工化
研修

（約９万円/月 
×最大２ヶ月 

等）

＊外国人材向けの安全
作業動画作成等

技能評価の
推進

定額

定額

【令和７年度予算概算決定額 4,725,370（4,743,734）千円】
（令和6年度補正予算額（林業・木材産業国際競争力強化総合対策の一部）          552,000千円）
（令和６年度補正予算額（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策）5,634,710千円の内数）

作業安全講習会 VRを用いた実習
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．「緑の雇用」担い手確保支援事業          3,955,049（3,957,841）千円
 新規就業者が安全で効率的な作業を習得するための体系的な研修、現場を管理
し若手の育成を担う現場技能者のキャリアアップ研修等に必要な経費を支援します。

２．緑の青年就業準備給付金事業 573,496（543,496）千円
 林業大学校等において、林業への就業に必要な知識・技術等の習得を促進し、将
来的に林業経営も担い得る有望な人材として期待される青年を支援します。

３．未来の林業を支える林業後継者養成事業 19,566（21,380）千円
 高校生等を対象とする林業への就業促進活動、林業グループや女性林業者の活
動を支援します。

４．技能評価・外国人材受入推進対策          65,525（72,806）千円
 林業に関する技能評価の推進、外国人材受入れに向けた条件整備を支援します。

５．森林プランナー育成対策  40,579（40,851）千円
 施業集約化に向けた合意形成や木材の有利販売に取り組む森林プランナーの育
成に向けた取組を支援し、林業経営体の経営力の向上を図ります。

森林・林業担い手育成対策（拡充）

＜対策のポイント＞
新規就業者等への体系的な研修、林業大学校で学ぶ就業前の青年への給付金給付、高校生の就業や女性の活躍の促進、森林プランナーの育成、技能

評価の推進、外国人材受入れに向けた条件整備等の取組を推進します。
、 

＜事業目標＞
○ 新規就業者の確保（1,200人［令和７年度］）○ 認定森林施業プランナーの育成（現役人数3,500人［令和12年度まで］）
○ 労働安全の向上(死傷年千人率５割削減［令和12年まで］)

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち森林・林業担い手育成総合対策のうち

（９万円/年・人）

（９万円/年・人）

＜事業の流れ＞

国 都道府県等

民間団体等

林業経営体

給付対象者

定額
（１の事業）

（２の事業）

民間団体等
定額定額

定額, 1/2※

定額

（３～５の事業）※1/2は５の一部

［お問い合わせ先］ （１、２、４、５の事業） 林野庁経営課      （03-3502-1629）
  （３の事業）                        研究指導課（03-3502-5721）

外国人材
の受入れ
条件整備

フォレストリーダー（現場管理責任者）研修

フォレストマネージャー（統括現場管理責任者）研修

キャリアアップ

フォレストワーカー（林業作業士）研修
（約137 万円/年・人）

林業への就業

森林施業プランナー・森林経営プランナー育成

高校生に対する林業
就業促進支援等

林業大学校等で学ぶ青年への
給付金の給付

（最大155万円/年・人 最長２年間給付）

就業ガイダンスの開催
就業時のマッチング支援
トライアル雇用等

多能工
化研修
（約９万円
／月 ×最大
2ヶ月 等）

【令和７年度予算概算決定額 4,654,215（4,636,374）千円】

技能評価の
推進
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．新規就業者の就業支援対策

 林業に興味のある方へ林業への就業や地方移住などの情報を提供する就業ガ
イダンス、就業時のミスマッチによる離職を抑制するための就業前の現地訪問によ
るマッチング、就業希望者が林業の作業実態や就労条件についての理解を深め、
林業への適性を判断できるようにするトライアル雇用の実施を支援します。

２．新規就業者の育成対策
 新規就業者が、安全で効率的な作業を習得するための3年間の体系的な研 
修であるフォレストワーカー（林業作業士）研修の実施を支援します。

３．現場技能者キャリアアップ対策
 林業の現場における安全で効率的な施業の中心となり、若手技能者の指導
的な役割を担うフォレストリーダー（現場管理責任者）及びフォレストマネー 
ジャー（統括現場管理責任者）を育成し、現場技能者のキャリア形成を促進
するための研修、スキル向上・経営体の収益力向上に資する多能工化研修を支
援します。

４．外国人材の育成準備対策
技能実習生等の外国人材の受入れに向け、外国人材が安全で効率的な作

業を習得するための研修等の実施に向けた準備を支援します。

＜対策のポイント＞
林業への就業と定着化を図るため、就業ガイダンス、就業時のマッチング支援やトライアル雇用、フォレストワーカー（林業作業士）研修などの就業支援や
新規就業者の育成に向けた取組を支援するとともに、林業従事者の処遇の改善や安全で効率的な施業を実現するため、高度な知識・技術・技能を有し現場
の生産・安全管理や若手技能者の研修指導を担う現場管理責任者等の育成や多能工化研修の実施を支援します。また、外国人材の育成準備を支援します。

「緑の雇用」担い手確保支援事業（拡充）
森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち森林・林業担い手育成総合対策のうち森林・林業担い手育成対策のうち

＜事業の流れ＞
国 林業経営体

定額 定額
民間団体等

＜事業実施主体＞民間団体等

［お問い合わせ先］林野庁経営課（03-3502-1629）

就業ガイダンスの様子

林業に興味のある方へ林業就業
や地方移住などに関する情報提供

林業の作業実態や就労条件について理解を深め、林業へ
の適性を判断することで、地方への定着を図るための短期
研修

就業ガイダンス

トライアル雇用
（約９万円／月 ×最大3ヶ月）

林業への就業

就業時のマッチング

フォレストワーカー研修
（約137 万円／年・人）

〔新規就業者〕
安全で効率的な知識・技術・技能を
習得するための3年間の体系的な研修

就業時のミスマッチによる離職を抑
制するための就業希望者に対する
就業前の現地訪問によるマッチング

フォレストリーダー研修
（約９万円／年・人）

フォレストマネージャー研修
（約９万円／年・人）

〔現場技能者〕
現場を管理し、若手の育成を担う責任者育成に向けたキャ
リアアップ研修
※フォレストリーダー：担当する現場を管理・運営することのできる班
長クラスの責任者〔就業５年以上〕

※フォレストマネージャー：複数の作業現場を統括管理することがで
きる責任者〔就業10年以上〕

集合研修やOJT研修による
知識・技術・技能の習得

林業の複数の作業（造林・伐採）や複数の
作業工程（伐木・造材・集材等）の技術、
デジタル技術を学ぶ研修

【令和７年度予算概算決定額 3,955,049（3,957,841）千円】

技能実習生等の外国人材の受入れに向け、外国人材が
安全で効率的な作業を習得するための研修実施に必要な
テキスト作成等を支援

外国人材の育成準備多能工化研修
（約９万円／月 ×最大2ヶ月 等）

4



緑の青年就業準備給付金事業（継続）

＜対策のポイント＞
林業従事者が減少傾向で推移する中、林業就業希望者の裾野拡大を図るとともに、林業の知識・技術を習得した担い手を育成することで林業事業体等の
経営活性化を図るため、林業大学校等において林業への就業に必要な知識等の習得を促進し、将来的に林業経営も担い得る有望な人材として期待される
青年に対する給付金の給付を支援します。

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

〇 緑の青年就業準備給付金の給付

 林業大学校等において、林業への就業に必要な知識・技術等の習
得を促進し、将来的に林業経営も担い得る有望な人材として期待さ
れる青年に対する給付金の給付を支援します。

（給付対象者）
原則45歳未満（就職氷河期対策対象者はこの限りではない）

であり、林業へ就業し、将来的にはその中核を担うことについての強い
意欲を有していること。

（給付金額・給付期間）
１人当たり最大155万円（研修機関等が条件を満たす場合）
最長２年間

＜事業の流れ＞

国 都道府県等 給付対象者
定額

［お問い合わせ先］林野庁経営課 （03-3502-1629）

定額
給付金給付対象都道府県の状況
（令和６年度27道府県）

林業大学校等の現状

林業就業希望者の
裾野の拡大

期待される効果

研修開始

研修中 幅広い林業の知識・
技術等の習得

研修後

林業への就業・定着

地域林業の牽引

林業経営の担い手
として経営活性化

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち森林・林業担い手育成総合対策のうち森林・林業担い手育成対策のうち

＜事業実施主体＞都道府県又は林業労働力確保支援センター

定着率向上
優先給付の
条件設定により、
定着率向上のた
めの林業大学校
等の取組等を推
進

給付金の給付により
研修希望者が増加

給付金の給付により
研修に専念できる
環境を整備

【令和７年度予算概算決定額 573,496（543,496）千円】
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

1．技能検定の円滑な実施による技能評価の推進
    林業従事者の処遇改善、安全性の向上のため、従事者の有する技能を
一定の基準で評価する技能検定の円滑な実施に向けた取組を支援します。
全国の評価者の育成、技能検定の普及に向けた取組を支援

２．外国人材受入れに向けた条件整備
技能実習生の在留期間の長期化を可能にする技能実習2号・３号追加や、
林業労働力確保のための特定技能分野への追加を踏まえた、外国人材の円
滑な受入れに必要な取組を支援します。
技能検定制度を活用した評価試験の作成、評価試験の実施、相談窓口
の設置、外国人材向け安全作業動画の作成等を支援

● 技能評価を活用した林業従事者
の処遇改善
● 安全で効率的な施業の推進
● 林業従事者の定着化

技能評価・外国人材受入推進対策(拡充) 【令和７年度予算概算決定額 65,525（72,806）千円】

＜対策のポイント＞
林業従事者の処遇改善や安全で効率的な施業を実現するため、技能検定の円滑な実施による林業従事者のキャリア形成の促進に
向けた取組を支援します。
また、外国人材の技能評価試験の作成・実施など、林業分野における外国人材の円滑な受入れに必要な取組を支援します。

［お問い合わせ先］林野庁経営課（03-3502-1629）

2級
1級

3級 実
技
試
験

・ 検定制度を活用した評価試験の作成
・ 評価試験の実施
・ 外国人材向け安全作業動画作成等

・ 技能検定の円滑な実施に必要な
評価者の育成
・ 技能検定の普及の取組

技能検定による技能評価の推進

(技能実習)
● 技能実習生の在留期間長期化
● 林業技術の移転による国際貢献
（特定技能）
● 外国人材による林業労働力の確保

技能検定制度 技能実習制度・特定技能制度

学
科
試
験

外国人材受入れに向けた条件整備

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち森林・林業担い手育成総合対策のうち森林・林業担い手育成対策のうち

＜事業の流れ＞
国

定額

民間団体等

＜事業実施主体＞民間団体等
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．森林施業プランナー育成対策
①森林所有者への施業提案による施業の集約化を担う森林施業プランナー
が、主伐時の再造林提案等の新たな課題にも対処できるようにするために、
研修カリキュラムの検証及び研修の実施等を支援します。

②新たに森林施業プランナーを目指す方を対象とした、オンライン等による
提案型集約化施業の一般研修の実施を支援します。

③森林所有者の世代交代の増加等を背景に、契約トラブル等が増加してい
るため、法務面等に重点をおいた研修の実施を支援します。

④事業体レベルにおける提案型集約化施業の取組の評価を支援します。

２．森林経営プランナー育成対策
 木材の有利販売等を担う森林経営プランナーを育成するため、経営者層
を対象としたマーケティング等の研修の実施を支援します。

森林経営プランナー育成対策
木材の有利販売、事業体間の
事業連携など、これからの経営を
担う、経営者層を対象とした研修

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち森林・林業担い手育成総合対策のうち森林・林業担い手育成対策のうち

＜対策のポイント＞
林業経営体が、長期にわたる持続的な経営を行っていくには、安定した事業量の確保、木材の有利販売等による収益力の向上、主伐後の再造林の確実
な実施により、経営基盤と経営力を強化することが必要です。このため、主伐・再造林等の新たな課題に対応し、木材の有利販売等を担う森林プランナーの
育成を支援します。

＜事業の流れ＞

国 民間団体等

定額（１の①、②、③、④の一部、２の事業）
1/2 （１の④の一部）

［お問い合わせ先］ 林野庁経営課（03-3502-1629）

経験豊富な森林施業プランナーを中心に
森林経営プランナーを育成

経営力向上による、長期にわたる
持続的な経営を担う林業経営体の育成

研修の様子

森林経営プランナー

森林施業プランナー

森林施業プランナー

森林施業プランナー

森林施業プランナー育成対策

経営体としての提案型集約化
施業の推進体制等を評価
（審査経費の1/2を支援）

新規課題対応型研修

オンライン等を活用した
提案型集約化施業の基本に
関する初心者向け研修

主伐・再造林に適した提案方法を
普及させるための経験者向け研修

法務等重点研修
森林所有者と林業経営体の
契約関係のトラブルを
未然に防ぐための、
法務面等に関する重点研修

実践体制評価

＋

提案型集約化施業一般研修

地域に信頼される、
森林施業プランナー
の育成

＜事業実施主体＞民間団体等

森林プランナー育成対策（継続） 【令和７年度予算概算決定額 40,579（40,851）千円】
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．林業労働安全活動促進事業

林業経営体の自主的な安全活動を促進するため、林業の知見を有
する労働安全衛生コンサルタントを育成するとともに経営者層に対する
安全診断を実施することにより安全体制整備の取組を支援します。

２．林業労働災害撲滅研修事業
死亡災害が多い伐木作業について、訓練装置を活用したベテラン現

場作業員向けの伐木技術の学び直し研修の取組を支援します。また、
林業労災の発生状況を踏まえ研修に活用できる労働安全確保マニュア
ルの作成・普及の取組を支援します。

３．全国作業安全運動促進事業
全国の林業・木材産業の事業者等関係者の安全意識の高揚を図る

作業安全規範の周知等の取組とともに、車両系木材伐出機械等に係
る特別教育の講師育成のための研修マニュアル・教材の作成及
び研修試行の取組を支援します。

林業労働安全強化対策（拡充）
＜対策のポイント＞
・林業における労働災害の発生率を示す死傷年千人率は、全産業の中で最も高い水準で推移しています。
・森林・林業基本計画（令和３年６月閣議決定）において、今後10年を目途に死傷年千人率の半減に向けて労働安全対策を強化していく
ことを明記するとともに、第14次労働災害防止計画（令和５年３月厚生労働省公表）においても林業は引き続き重点業種として位置づけ
られ、労働災害の撲滅に向けた取り組みを推進していくこととしています。

・死亡災害の約７割は伐木作業時に発生など、林業労働災害の発生状況を踏まえた取組が必要です。
・車両系木材伐出機械等の運転業務に必要な特別教育を行う講師の確保が求められています。

［お問い合わせ先］ 林野庁経営課（03-3502-1629）

死傷年千人率の半減に向けた総合的な取組
【全国作業安全運動促進事業】

・安全推進ウェビナーの開催
・作業安全啓発講習会の開催
・特別教育講師育成支援

全国的な林業労働安全意識の高揚及び特別教育講師の確保

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち森林・林業担い手育成総合対策のうち

＜事業目標＞ 〇労働安全の向上（死傷年千人率５割削減 [令和12年まで] ）

【林業労働災害撲滅研修事業】

従事者の安全な伐木技術の定着

・ベテラン作業員の学び直し研修の
実施

・労働安全確保マニュアルの作成・
普及

・安全診断の実施・分析・指導
・林業の知見を有する労働安全
衛生コンサルタントの育成 

【林業労働安全活動促進事業】
事業者の安全体制整備の強化

＜事業の流れ＞ 国 民間団体等
定額

＜事業実施主体＞民間団体等

【令和７年度予算概算決定額 71,155（71,155）千円】
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．循環型資源基盤整備強化対策等
循環型林業の推進に向け、搬出間伐の実施や路網整備、再造林の低コスト化等

の取組を一体的に支援するとともに、高性能林業機械の導入、エリートツリー等の原
種増産技術の開発や苗木の生産技術向上等の取組を支援します。

２．木材需要拡大・木材産業基盤強化対策 
 木材需要の拡大及び木材産業の基盤強化に資する、公共建築物等の木造・木
質化、木材加工流通施設の整備等を支援します。

(関連事業)
燃油・資材の森林由来資源への転換等対策

【令和６年度補正予算額】1,700,048千円

［お問い合わせ先］林野庁計画課（03-6744-2082）

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち
 林業・木材産業循環成長対策

＜対策のポイント＞
林業・木材産業によるグリーン成長に向け、林業の生産基盤の強化や再造林の低コスト化を図るとともに、木材需要の拡大及び木材需要に的確に対応で
きる安定的かつ持続可能な供給体制の構築を支援します。

＜事業目標＞
国産材の供給・利用量の増加（34百万m3［令和5年］→ 42百万m3［令和12年まで］）

＜事業の流れ＞

国
都道府県 林業経営体等

定額（1/2、1/3以内等）等

※ 国有林においては、直轄で実施

定額、委託 民間団体等
（市町村、国立研究開発法人森林研究・整備機構を含む）

川 中：製材事業者、合板事業者等 川 下：木材需要者

川 上：森林組合、素材生産事業者、自伐林家等

林業・木材産業によるグリーン成長に向けた
川上から川下までの総合的な取組

〇木材需要拡大・木材産業基盤強化対策
・木材加工流通施設等の整備 ・木質バイオマス利用促進施設の整備
・特用林産振興施設等の整備 ・公共建築物等の木造・木質化

〇循環型資源基盤整備強化対策
・間伐材生産 ・路網整備 ・低コスト再造林対策
・コンテナ苗生産基盤施設等の整備
〇高性能林業機械の導入 〇森林整備地域活動支援対策
〇林業の多様な担い手の育成 〇山村地域の防災・減災対策
〇森林総合利用対策 〇森林資源保全対策 〇優良種苗生産推進対策 

【令和７年度予算概算決定額 6,186,326（6,510,953）千円】
（令和６年度補正予算額(林業・木材産業国際競争力強化総合対策の一部)   11,647,300千円）
（令和６年度補正予算額(花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策) 5,634,710千円の内数）
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高性能林業機械等の導入（継続）

＜対策のポイント＞
１ 森林整備の効率的かつ円滑な実施、林業生産の担い手の育成及び林業生産コストの低減を図るために必要な高性能林業機械等の購入を支援
２ 効率的かつ安定的な林業経営を継続的に行うために必要な高性能林業機械等のリースを支援

＜事業内容＞ ＜事業イメージ＞

国 都道府県 林業経営体等

定額（1/3以内等） 定額（1/3以内等）
＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］林野庁経営課（03-3502-8055）

林業生産の担い手の育成及び林業生産コストの低減を図る

１ 高性能林業機械等整備
・ 事業内容

（１）林業機械作業システム整備（購入補助）
（２）効率化施設整備
（３）活動拠点施設整備

・ 事業実施主体
都道府県、市町村、選定経営体、新たに造林事業を開始する者 等

・ 補助率
（１）の事業：定額（1/2、4/10、1/3、1/4以内）
（２）、（３）の事業：定額（1/2以内）

２ 林業経営体育成対策（林業機械リース支援）
・ 事業内容：

林業機械のリース支援
・ 事業実施主体

都道府県、市町村、選定経営体、新たに造林事業を開始する者 等
・ 補助率

定額（1/2、4/10、1/3、1/4以内）

【伐採、造材】
ハーベスタ
プロセッサ 等

素
材
生
産
型

造
林
保
育
型

高性能林業機械等の導入支援

【集材、運搬】
フォワーダ
架線式グラップル 等

【地拵え、植付】
マルチャー
資材運搬ドローン 等

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち林業・木材産業循環成長対策のうち

【令和７年度予算概算決定額 6,186,326（6,510,953）千円の内数】
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

木材の需要拡大及び木材産業の基盤強化を図るため、以下の取組を支援します。
＜支援内容＞
① 木造公共建築物等の整備
地域材利用のモデルとなるような公共建築物等の木造化・内装木質化に対し支援

② 木質バイオマス利用促進施設の整備
未利用間伐材等の収集・運搬の効率化に資する機材や、未利用木質資源をエネル
ギー等として活用するために必要な供給施設・利用施設の整備を支援

③ 特用林産振興施設等の整備
地域経済で重要な役割を果たす特用林産物の生産基盤の整備を支援するとともに、
生産・加工流通の施設整備を支援

④ 木材加工流通施設等の整備
林業・木材産業の生産基盤の強化に資する木材加工流通施設等の整備を支援

・国産材利用への追い風が吹いている中、需要拡大を図るとともに、木材需要に対応できる安定的・持続的な供給体制の構築を通じ、川下から川
上まで相互利益を拡大していくことが重要。
・このため、木材需要の拡大及び木材産業の基盤強化に資する施設整備を総合的に支援することにより、国産材利用を推進する。

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち林業・木材産業循環成長対策のうち
木材需要拡大・木材産業基盤強化対策（組替新規）

＜事業の流れ＞

国 都道府県 事業実施主体

定額（1/2、1/3）等

定額

地方公共団体、森林組合、民間事業者 等
＜事業実施主体＞

定額（1/2、1/3）等

木材需要拡大・木材産業基盤強化に係る施設を総合的に支援

【令和７年度予算概算決定額 6,186,326（6,510,953）千円の内数】

［お問い合わせ先］（①の事業） 林野庁木材利用課（03-6744-2626）
（②の事業） 〃 （03-6744-2297）
（③の事業） 経営課 （03-3502-8059）
（④の事業） 木材産業課（03-6744-2292）

木造公共建築物等の整備 木質バイオマス利用促進施設の整備

特用林産振興施設等の整備 木材加工流通施設等の整備
③ 特用林産物の生産性向上や品質確保を
図るため、生産施設や加工・貯蔵施設の整
備等を支援（耐震施設の整備等の支援を
強化）

②林地残材等の活用、燃料用チップ等の供給、
木質バイオマスの熱利用・熱電併給のための
施設等の整備を支援（燃焼灰活用への支援を
強化）

移動式チッパー 木質資源利用ボイラー

菌床しいたけ栽培施設の整備 しいたけ出荷施設の整備

木造・木質化のイメージ

① 教育施設や社会福祉施設など公共建築
物等の木造化や内装木質化を支援（地域
材利用や再造林等へ貢献する取組への支
援を強化）

④ 地域材の供給力強化に向けた木材加工
流通施設等の整備を支援（省人化施設の
導入、工場再編等への支援を強化）

省人化等施設
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち林業・木材産業循環成長対策のうち木材需要拡大・木材産業基盤強化対策のうち
特用林産振興施設等の整備（拡充）

＜対策のポイント＞
地域経済で重要な役割を果たす特用林産物の生産基盤の整備を支援するとともに、生産・加工流通の施設整備を支援します。

［お問い合わせ先］林野庁経営課（03-3502-8059）
国 都道府県

＜事業の流れ＞

林業経営体等

定額（１/２以内） 定額（１/２以内）

１．特用林産物生産基盤整備

伝統工芸品の原料としても重要な特用樹林（コウゾ・ミツマタ・漆等）
などの造成、山菜等の発生環境整備、ほだ場造成等を支援します。

２．特用林産物生産・加工流通施設整備

特用林産物の生産性向上や品質確保を図るため、生産施設や加
工・貯蔵施設の整備等を支援します。
また、支援にあたり、地震等自然災害への対策として、耐震施設の整

備や止水板の設置等、園芸施設共済等の加入に取り組む事業者への
優先採択（ポイント化）を設定します。

＜事業実施主体＞
森林組合、農事組合法人、きのこ原木等生産者等

漆林の造成

生産・加工流通施設整備

ほだ場の造成（しいたけ）

拡充内容
菌床しいたけ栽培施設の整備

生産基盤整備

しいたけ出荷施設の整備人工ほだ場の整備

【令和７年度予算概算決定額 6,186,326（6,510,953）千円の内数】

【菌床栽培棚の倒壊等（地震）】 【菌床栽培施設に浸水・土砂流入（豪雨）】

○ 令和６年能登半島地震により、特用林産物関連施設に甚大な被害が
発生し、災害に強い施設整備の実施が急務

○ 国内での安定的なきのこの生産体制の構築のためにも、特に菌床きのこの
栽培施設の耐震補強が重要
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＜事業実施主体＞
１ 、２の事業：都道府県、市町村、林業経営体等
3 の 事 業：都道府県、市町村、新規事業体等
4  の  事  業：都道府県、市町村、林業・木材製造業労働災害防止協会の都道府県支部、

  林業経営体、林業者等の組織する団体等

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜事業イメージ＞
１．持続的な林業経営の確立
○ 伐採・造林に関する行動規範の策定、伐採・造林の一貫作業体制や木材のサプライ
チェーンの構築に向けた協議会の開催、経営や生産管理・工程管理の専門家の派遣・指
導等、経営改善のための取組を支援します。

２．人材の確保・育成・定着
○ 事業主が作成する改善措置についての計画の認定、雇用の改善及び事業の合理化支
援、地域の実情に応じた林業就業者に対する技能研修や森林施業プランナー育成のため
の研修等を支援します。

３．新たに造林事業を開始する者等の育成
○ 再造林等の地域課題に対応し、造林事業の開始、自伐型林業等の推進に当たり必要な
技術習得・安全衛生研修の実施、資機材の整備等を支援します。

４．労働安全の確保
○ 安全作業の研修・訓練、安全衛生指導員等の養成、巡回指導・救助訓練、ファン付き作
業着等の安全衛生装備・装置の導入等を支援します。

林業・木材産業循環成長対策のうち
 林業の多様な担い手の育成（継続）

＜対策のポイント＞
林業の多様な担い手の育成を図るため、林業経営の改善や人材の確保・育成の取組等に対する各種のソフト支援を一体的に実施します。

[お問い合わせ先] 林野庁経営課（03－3502-1629）

【令和７年度予算概算決定額 6,186,326（6,510,953）千円の内数】

持続的な林業経営の確立

・伐採・造林の行動規範の策定

・一貫作業体制の構築 等

人材の確保・育成・定着

・雇用の改善及び合理化支援

・林業就業者への技能研修 等

新たに造林事業を

開始する者等の育成

・技術習得・安全衛生研修の実施

・資機材の整備 等

労働安全の確保

・安全衛生指導員等の養成

・安全衛生装備・装置の導入
等

国 都道府県＜事業の流れ＞ 林業経営体等定額(1/2以内) 定額(1/2以内)

林業の多様な
担い手の育成
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．非住宅建築物等木材利用促進事業   32,604千円

地域協議会等に対する専門家派遣等の技術的サポート等を支援します。

２．木質バイオマス利用環境整備事業 ９0,351千円
利用が低位な林地残材の活用を更に促進するための環境整備の取組を支援する

とともに、「地域内エコシステム」の普及に向けた取組を支援します。

３．木材製品輸出拡大実行戦略推進事業    ２0,000千円
CLT、構造用集成材等の販売力強化のための協議会設立、協議会による海外
市場のテストマーケティングの実践・分析、関係者への普及啓発等を支援します。

４．「クリーンウッド」実施支事業   52,848千円
事業者による合法性確認の取組の支援、専門委員会の設置、違法伐採関連情
報等の提供を実施します。

５．ウッド・チェンジ拡大促進支援事業   28,000千円
国産材需要の拡大に向けて、ウッド・チェンジを促進するため、日本の森林資源の

循環利用に資する木材利用の意義への認知向上等、普及啓発を推進します。

６．特用林産物の国際競争力強化・生産性向上対策事業 26,348千円
特用林産物の生産性向上・新商品開発等の先進的取組や優良事例の情報提

供、輸出先国のニーズ等の情報収集等を支援します。

＜対策のポイント＞
非住宅建築物等における木材利用促進、木質バイオマスの利用環境整備、CLT等の輸出の促進、木材利用の普及啓発の推進、特用林産物の競争力
強化等による木材需要の拡大を支援するとともに、合法伐採木材等の流通及び利用の促進を図るための支援等を行います。

＜事業目標＞
国産材の供給・利用量の増加（34百万m3 ［令和5年］→ 42百万m3 ［令和12年まで］） 

［お問い合わせ先］ （１～５の事業） 林野庁木材利用課（03-6744-2120）
 （６の事業）  経営課 （03-3502-8059）

林地残材の利用環境の整備、
「地域内エコシステム」の普及を支援

輸出先国の情報収集
木材関連事業者に対する

研修等の実施を支援

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち
木材需要の創出・輸出力強化対策

企業、木材コーディネーター、行政
等が参画する地域協議会に対する

技術的サポート等を支援

情報提供サイト

専門家派遣

＜事業の流れ＞

国
民間団体等定額、委託

民間団体等
定額

民間団体等
定額

（2、4、６の一部事業）

AIを活用した椎茸の選別

【地域協議会】

川上：燃料供給

川中：燃料製造 川下：エネルギー利用

Webコンテンツの制作と情報発信

各種イベントの開催やブース出展

専門家等を構成員とする輸出協議
会の設立

テストマーケティング（ニーズ、商流等
把握）の実践・分析、関係者への
普及啓発等を支援

【令和７年度予算概算決定額 250,010（298,089）千円】
 （令和６年度補正予算額（林業･木材産業国際競争力強化総合対策の一部）        350,000千円）
（令和６年度補正予算額（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策）5,634,710千円の内数）
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．特用林産物の需要拡大・生産性向上
① 特用林産物の販路拡大、生産体制の省力化等に資する優良事例の収

集・情報提供を支援
② 新技術の採用による生産性向上や事業の多角化、新商品の開発による需

要の拡大等の生産者の先進的な取り組みや、取り組みの成果の普及を
支援

２．特用林産物の国際競争力強化
① 輸出産地づくりに向けた生産者団体間の連携強化
② 輸出先国におけるニーズの把握並びに衛生管理、プラスチック包装及び表

示に係る法令の情報収集

＜対策のポイント＞
特用林産物の国際競争力強化を図るため、特用林産物の国内の需要拡大や生産性向上、輸出拡大等に向けた取り組みを支援します。

［お問い合わせ先］林野庁経営課（03-3502-8059）

国

定額
＜事業の流れ＞

民間団体等

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち木材需要の創出・輸出力強化対策のうち
特用林産物の国際競争力強化・生産性向上対策事業（継続）

１．特用林産物の需要拡大・生産性向上

２．特用林産物の国際競争力強化

【令和７年度予算概算決定額 26,348（31,242）千円】

輸出先国のニーズ把握 輸出先国の規制等に関する情報収集

A国：OK B国：NG

過剰なプラスチック包装

ラベルの記載漏れ

細菌・異物
混入の検査

特用林産物を活用した
事業の多角化AIを活用した椎茸の選別

林業経営体等
定額

（１の②の事業）民間団体等
定額

（１の①、２の事業）

アシストスーツによる軽労化
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特用林産施設体制整備復興事業（継続）
【令和７年度予算概算決定額 809,000 （855,000）千円】

＜対策のポイント＞
生産資材の導入支援や放射性物質の被害防止対策により、特用林産物の産地再生に向けた取組を進め、被災地の復興を図ります。
＜事業目標＞
国産きのこ類の生産量（47万トン〔平成30年〕→ 49万トン〔令和12年まで〕）

［お問い合わせ先］林野庁経営課（03-3502-8059）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．特用林産物の生産体制の整備 
① きのこの生産力増強対策

特用林産物の産地再生を図るため、生産者の次期生産に必要な生産資材の導
入費注等を支援します。

  注：導入費について損害賠償を受けた場合は、賠償部分の補助金を返還する必要があります。

② 放射性物質の被害防止対策
検査により安全性が確認されたきのこ等の出荷を促進するため、放射性物質の測

定機器の導入及び出荷管理・検査の体制整備等を支援します。

国
市町村

都道府県

1/2、1/3、1/4以内

＜事業の流れ＞

林業者の組織する団体等

○きのこの生産力増強対策
・生産者の次期生産に必要な生産資材の導入等
○放射性物質の被害防止対策
・安全性が確認されたきのこ等の出荷促進に向けた放射性物質の測定機器（非
破壊検査機器を含む）の導入及び出荷管理・検査の体制整備
・ほだ⽊の洗浄機械、簡易ハウス等の放射性物質の防除施設の整備等

【 背景 】

特用林産物については、東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所

事故の放射性物質による影響等により、生産や経営が困難な状況が続いている。
被災地の復興に向け、きのこ等の次期生産に必要な生産資材の導入、放射性物
質の測定機器の導入等、特用林産物の産地再生に向けた支援を継続する必要。

【 実施内容 】

非破壊検査機器生産資材（しいたけ原木） 放射性物質検査済商品

16



放射性物質対処型森林・林業再生総合対策事業（拡充）
【令和７年度予算概算決定額 3,731,121（3,678,955）千円】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．森林内における放射性物質の実態把握 221,096（171,096）千円
○ 森林内の放射性物質による汚染実態等を把握するため、樹冠部から土壌中まで階層
ごとの放射性物質の分布状況等の調査・解析を実施します。

２．森林・林業再生に向けた実証等 2,096,269（2,129,632）千円

① 避難指示解除区域等における実証
避難指示解除区域等において、地域住民の帰還と林業の再生を円滑に進められるよ
う、森林施業が放射性物質の動態に与える影響等の検証や実証事業を実施します。 

② ほだ木等原木林再生のための実証
放射性物質の影響を受けている里山・広葉樹林の計画的な再生に向けた実証的な

取組を支援します（「里山・広葉樹林再生プロジェクト」は本事業を活用して実施します）。
③ 帰還困難区域の森林施業実施に向けた実証

作業実態に応じた被ばく量の推定や帰還困難区域の空間線量率の実態把握を踏まえ
  た森林施業実施の在り方の検討、作業時間の目安と被ばく量管理方法といった作業者
の安全・安心のためリスクコミュニケーションなど施業実施に向けた森林作業のガイドライ
ンを作成します。
④ 情報の収集・整理と情報発信等

森林・林業の再生に向けた情報の収集・整理と情報発信等を実施します。

＜対策のポイント＞
被災地の森林・林業の再生を図るため、 森林内における放射性物質の実態把握、ほだ木等原木林再生のための実証、間伐等の森林整備と一体的に行
う土砂流出防止柵の設置等の放射性物質対策に加え、帰還困難区域の施業実施に向けた森林作業のガイドライン作成を実施します。
＜事業目標＞
森林・林業の再生を通じた被災地の復興

２．森林・林業再生に向けた実証等

間伐等の影響検討 リターの蓄積量把握

①避難指示解除区域等における実証
②ほだ木等原木林再生のための実証

④情報の収集・整理と情報発信等

シンポジウム 企画展示

１．森林内における放射性物質の実態把握

樹木に沈着した放
射性セシウムは雨
による溶脱や落葉
などで地表へ移動
し、森林内の分布
は12年間で大きく
変化

2011年 2023年

川内村
（スギ林）

葉
32%

枝
9%
樹皮
4%

材
0.2%

落葉層
32%

土壌
23%

土壌等の濃度測定

伐採及びぼう芽更新木等の濃度測定による再生実証
「里山・広葉樹林再生プロジェクト」の推進

葉
0.2%

枝
0.3%

樹皮
0.8%

材
0.7%

落葉層
1%

土壌
97%

原木林の成林 伐採後のぼう芽更新

空間線量率の実態把握 作業実態に応じた
被ばく量の推定

③帰還困難区域の森林施業実施に向け
た実証

帰還困難区域の施業実施に向けたガイドライン作成
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

定額

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課（03-6744-9530） 
 業務課 （03-3503-2038）

３．放射性物質対処型林業再生対策 1,413,756（1,378,227）千円
① 森林整備の実施に必要な放射性物質対策

事業地を選定するための汚染状況重点調査地域等の森林の放射線量等の概況調
査、作業計画の検討を行うための事業対象森林の調査、森林所有者等への説明・同

  意取付等を支援します。
 また、放射性物質の移動抑制のための筋工の施工等、森林整備を実施する際に必
要な放射性物質対策を支援します（「ふくしま森林再生事業」は本事業を活用して実施
します）。
② 里山再生事業

住居周辺の里山において、住民の安全・安心の確保に資するため、環境省・復興庁に
よる除染・線量測定の取組と連携して森林整備を実施します。

委託

※３①の一部は国有林による直轄事業

国 県、（国研）森林研究・整備機構

委託

＜事業の流れ＞

国
民間団体等

(１の事業)
(３の②の事業)

都県 市町村、民間団体等
定額定額

国

民間団体等 (２の①、③、④の事業)

定額
都県

※１の一部は国有林による直轄事業

委託
民間団体等

３． 放射性物質対処型林業再生対策

移動抑制対策(筋工)

①森林整備の実施に必要な放射性物質対策

関係者の同意取付放射線量等の概況調査等

②里山再生事業

自然観察園（スギ、アカマツ等の間伐）

定額
県

県 市町村等
定額定額

(２の①、②の事業)

(２の①、②の事業)

(３の①の事業)
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